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 入札書の提出期限、場所及び方法
 期限：平成31年３月18日（月）午前11時
00分まで（ただし、郵送等による入札につ
いては、期限までに上記４へ必着させる
こと。）
 場所：上記４に同じ。
 方法：電子入札システムにより提出する
こと。ただし、契約責任者に紙入札の届出
を行った場合は紙により持参又は郵送等す
ること。

 開札の日時及び場所
 日時：平成31年３月19日（火）午後１時
30分
 場所：上記４の１階入札室

５ その他
 手続において使用する言語及び通貨は、日
本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除
 契約保証金 納付（保管金の取扱店 み
ずほ銀行 堂島支店）
ただし、金融機関等の保証をもって契約
保証金の納付に代えることができる。また、
公共工事履行保証証券による保証を付し又
は履行保証保険契約の締結を行った場合
は、契約保証金の納付を免除する。

 入札の無効 本公告に示した指名されるた
めに必要な要件を満たさない者のした入札、
参加表明書に虚偽の記載をした者のした入札
及び入札に関する条件に違反した入札は、無
効とする。
 落札者の決定方法 契約制限価格の制限の
範囲内で有効な入札を行った者のうち、上記
３により得られた評価値が最も高い者を落
札者とする。
 低入札価格調査 上記３ただし書きの目
的を達するため、本業務においては審査対象
基準価格を設定し、評価値が最高である者の
入札価格がこれを下回る場合は、入札手続を
保留し、当該入札者を対象として低入札価格
調査を行う。
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 関連情報を入手するための照会窓口は、上
記４に同じ。
 上記２に掲げる調査等競争参加資格の認
定を受けていない者も上記４により参加表
明書を提出することができるが、競争に参加
するためには、開札の時において、当該資格
の認定を受け、かつ、指名されていなければ
ならない。

 外国における技術者資格をもって申請する
場合には、別途国土交通省総合政策局建設市
場整備課における建設コンサルタント業務等
に関する国土交通大臣認定を受けた者のみを
認めるものとする。
なお、参加表明書の提出期限までに当該認
定を受けていない場合にも参加表明書を提出
することができるが、この場合、参加表明書
提出時に当該認定の申請書の写しを提出する
ものとし、当該業者が指名を受けるためには
指名通知の日までに大臣認定を受け、認定書
の写しを提出しなければならない。指名通知
の日は平成31年２月６日（水）を予定する。
 紙入札方式による参加を希望する場合の手
続 紙入札方式による参加を希望する者は、
上記４の期限までに、参加表明書等とと
もに紙入札方式参加（変更）届出書（電子入
札留意事項様式１）を、上記４に示す場所
に持参又は郵送等により提出しなければなら
ない。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Sadahiro Goto Director

General of Shikoku Branch, West Nippon

Expressway Company Limited

 Classification of the services to be pro‑

cured : 42

 Subject matter of the contract : Seismic

reinforcement design of the Tokushima Ex‑

pressway Shimokawagawa bridge

 Time Limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

4 : 00 P.M. 25 January 2019 (if brought with

you, 4 : 00 P.M. 25 January 2019. if by mail,

4 : 00 P.M. 25 January 2019)

 Time Limit for the submission of propos‑

als : 4 : 00 P.M. 18 February 2019

 Time Limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 11 : 00 A.M.

18 March 2019 (If brought with you, 11 : 00

A.M. 18 March 2019. If by mail, 11 : 00 A.M.

18 March 2019)

 The language used for application and

inquiry shall be Japanese．

 Contact point for tender documentation :

Megumi Suetsugu, Assistant Manager of

Accounting Division, General Affairs and

Planning Department, Shikoku Branch,

West Nippon Expressway Company Limit‑

ed, 413, Asahimachi, Takamatsu City,
Kagawa Prefecture 7600065 Japan.

TEL.0878251886

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を除く））の訂正

平成 31 年１月 15 日
契約責任者 東日本高速道路株式会社

新潟支社長 鈴木 啓之
◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 15
１ 掲載日 平成30年11月30日（号外政府調達第
226号）
２ 訂正内容 54ページ１段目 ５イ交付期間
「平成30年11月30日（金）から平成30年12月17
日（月）まで」を「平成30年11月30日（金）か
ら平成31年１月24日（木）まで」に、５イ提
出期限「平成30年12月17日（月）16時00分」を
「平成31年１月24日（木）16時00分」に、２段
目 ５イ提出期限「平成31年２月20日（水）
16時00分」を「平成31年３月20日（水）16時00
分」に、３段目 ７Time‑limit to express
interests :「4 : 00 P.M. 17 December 2018」を
「4 : 00 P.M. 24 January 2019」に、７
Deadline for submission of participation sta‑

tement :「4 : 00 P.M. 20 February 2019」を
「4 : 00 P.M. 20March 2019」に訂正します。

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービス、その他技術
的サービス（建設工事を含む））

次のとおり技術提案書の提出を招請します。
なお、本案件は、ＷＴＯに基づく政府調達に関
する協定の適用を受ける事業である。
平成 31 年１月 15 日

国立大学法人筑波大学契約担当役
財務担当副学長 石野 利和

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 08
〇第１号
１ 事業概要
 品目分類番号 41、42
 事業名 筑波大学附属病院病棟Ｂ改修事業
（再公示）

 事業場所 茨城県つくば市天久保２丁目
１１ 筑波大学構内（西地区）
 事業概要 本学附属病院病棟Ｂの設計業務
（基本設計、実施設計、設計意図伝達）及び
工事施工業務を行う。
 事業期間 基本協定の締結の翌日から2023
年10月31日
 本事業は、技術提案と提案価格による総合
的な評価に基づき優先交渉権者として選定さ
れた者と、基本協定の締結並びに基本設計及
び実施設計の委託契約を締結した後、設計の
過程で基本協定に基づき価格等の交渉を行
い、設計意図伝達及び工事施工の契約を締結
する事業である。
 本事業の工事施工は、建設工事に係る資材
の再資源化等に関する法律（平成12年法律第
104号）に基づき、分別解体等及び特定建設
資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けら
れた工事である。
 本事業においては、資料の提出等を電子入
札システムにより行う。なお、電子入札シス
テムにより難い者は、契約担当役の承諾を得
て紙方式に代えることができる。

２ 提案参加者の参加資格要件等
 提案参加者が備えるべき要件等
１）提案参加者の構成等
 本提案には、以下に示す要件をすべて
満たしている単体企業（以下、「提案参加
企業」という。）、特定建設工事共同企業
体（以下、「提案参加ＪＶ」という。）又は
コンソーシアム（以下、「提案参加コン
ソーシアム」という。）が参加可能である。
 提案参加者は、提案参加企業、提案参
加ＪＶ又は提案参加コンソーシアムの構
成員が本事業の遂行上果たす役割を明ら
かにするとともに、提案参加ＪＶ若しく
は提案参加コンソーシアムで申し込む場
合には、参加表明書の提出時に代表企業
名を明記し、必ず代表企業が提案手続を
行うとともに、本学との対応窓口となる
こと。また、代表企業は、優先交渉権者
となった場合の契約協議等、本学との調
整・協議等における窓口役を担うほか、
構成員の債務すべてについて責任を負う
ものとする。
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